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（１） 名称及び代表者名
     泉建設株式会社
     代表取締役　植　村　賢　哉

（２） 事業所
本　　　社 兵庫県豊岡市上佐野６８－１

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先

代表取締役　植　村　賢　哉 TEL：0796-24-2176

（４） 事業内容
土木工事の施工管理及び土木一式工事
建築工事の設計、監理及び施工、太陽光発電

（５） 事業の規模
受注額 632百万円(活動対象年度)
現場数 30　案件

本社 ※資材倉庫
10名 無人
200㎡ 283㎡

（６） 事業年度 ７月～６月（事業年度）
1月～12月（活動対象期間）
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1. 組織の概要

敷地面積　　　 550㎡
※資材倉庫は本社住所と同じ且太陽光発電設備有り（本社発電所、売電）

八鹿発電所　　兵庫県養父市八鹿町八鹿1579-3
TEL：0796-24-2176
FAX：0796-24-2316

責任者及び担当者

八鹿発電所（41kWh）売電
従業員　　　　　 無人
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（1）対象範囲（全組織・全活動）
登録組織名： 泉建設株式会社
対象組織　：　　本社、八鹿発電所
活　　　　動：

・環境経営に関する統括責任

・環境経営システムの実施に必要な人材、設備、費用、時間、技能、技術者の手配

・環境管理責任者の任命

・環境経営方針の策定・見直し及び全従業員への周知

・環境経営目標、環境経営計画書を承認

・代表者による全体の評価、見直しを実施

・環境管理責任者の補佐、ＥＡ21の事務局

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成

・環境活動の実績集計（本社・現場共）

・環境関連法規等の取りまとめ表の作成

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

・環境活動レポートの作成、公開 ・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

・自部門における環境経営システムの実施（総務は本社全体）

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施（総務は本社会議にて）

・自部門の関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告

・特定された項目の手順書作成及び運用管理

・各現場における環境経営システムの実施

・各現場の従業員及び協力会社に対する教育訓練の実施

・各現場の関連する環境経営計画の実施及び達成状況の部長への報告

・各現場の特定された緊急事態への対応のための手順書作成

　テスト、訓練を実施、記録の作成

・各現場の問題点の発見、是正、予防処置の実施

・環境活動の実績集計（現場）

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口（現場）

・環境経営方針の理解と環境への取組の重要性の自覚

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加
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 2. 対象範囲（認証・登録範囲）

土　木　部
主　任
宮　木

部門現場責任者（土木・建築）

・太陽光発電所の維持管理

従　業　員

・環境関連法規等のとりまとめ表の承認 ・環境負荷の自己チェック及び環境への取組の自己チェックの実施

・環境経営目標、環境経営計画書の確認

・環境活動の取組結果を代表者へ報告

・環境経営レポートの確認

・本社内における教育訓練会議の実施

総　務　部
土　肥

建　築　部
建築統括部長

武　田

～　部門共通項目　～

建築工事の設計、監理及び施工、太陽光発電

・環境経営レポートの承認

・経営における課題とチャンスの明確化

・環境経営システムの構築、実施、管理

土木工事の施工管理及び土木一式工事
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（2）役割・責任・権限

ＥＡ21事務局
土　肥

代表者
植　村

環境管理責任者
代表者
植　村



制定日：

改定日：
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● 9.環境経営方針は全従業員に周知し、社外へ公開する

定期的に確認・評価し、環境経営の継続的改善を実施する

 3. 環境経営方針

● 8.全従業員が環境関連法規などを遵守する

社員一人一人の個性を一つにして取組みます。

おける地域社会が求める環境負荷の低減と環境にやさしい取組を創意工夫し

地域の生活環境と共に事業の発展を調和させ、持続可能な建設環境活動に

代表取締役　植村　賢哉

2023年1月24日

2010年10月1日

● 5.環境に配慮した土木・建築工法の推進

● 6.ICT・新技術を活用した施工の推進

当社に適用される環境関連法規制等を遵守し、土木・建築・住宅産業に

● 7.環境経営目標の達成状況及び活動計画の実施状況を

● 2.建設資材の省資源、廃棄物の３Ｒ（減量、再使用、再生利用）の推進

● 3.水資源の節水

● 4.コピー用紙の削減

＜活動方針＞

● 1.電力・自動車燃料の消費に伴う二酸化炭素排出量の削減

環 境 経 営 方 針

＜環境理念＞

当社の経営理念は『躍動感と溢れる個性で地域社会へ貢献します』に沿い、
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　（1）中期目標

（基準年) （目標） （実績） （目標） （目標）

（kWh） 21,500 21,392 23,059 21,285 21,178
基準年比 （直近3年実績値平均） 99.5% 107.3% 99.0% 98.5%
（kg-CO2） 7,525 7,487 8,071 7,450 7,412

ガソリン （ℓ） 5,497 5,470 5,994 5,443 5,415
軽油 （ℓ） 5,588 5,560 6,413 5,537 5,504
灯油 （ℓ） 46 46 0 46 44

基準年比 （直近3年実績値平均） 99.5% 111.6% 99.1% 98.5%
kg-CO2 27,285 27,150 30,452 27,028 26,873

（kg-CO2） 34,810 34,637 38,522 34,478 34,285
（kg） 108.0 107.0 105.3 106.0 105.0

基準年比 （直近3年実績値平均） 99.1% 97.5% 98.1% 97.2%

（％） 100.0 100.0 97.9 100.0 100.0

基準年比 （2021年実績値） 100.0% 97.9% 100.0% 100.0%

（㎥） 93 92 100 91 90

基準年比 （直近3年実績値平均） 98.9% 107.5% 97.8% 96.8%

○/× ○

使用量1kg

基準年比 （2021年実績値） 適正管理〇 適正管理○ 適正管理〇 適正管理〇

（件） 12 12 12 12 12

基準年比 （2021年実績値） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

（kWh） 56,634 56,634 57,442 56,634 56,634

基準年比 （2016年実績値） 100.0% 101.4% 100.0% 100.0%

（kg-CO2） 19,822 19,822 20,105 19,822 19,822

注1） 2022年1月に基準年度数値を2021年度実績及び直近3年間の数値により見直し
上記基準値を今後の中期目標基準値（2021年度）とする。

※ 電力の二酸化炭素排出係数：　0.350kg-CO2/kWh
関西電力　2020年の調整後排出係数を使用している。

尚、運用途中に係数変更の可能性もあるので、比較検討は実績数量にて行い

二酸化炭素排出係数は参考的に扱うこととする。

注2） 太陽光発電システムの管理における排出係数は0.350kg-CO2/kWhとしています。

　（2）過去実績
本社・現場統合

単位 2019年度 2020年度 2021年度
kg-CO2 70,739 32,926 24,804 　注2)

トン 204 41 33
ｋｇ 106 119 102
㎥ 95 105 93
kg 0 0 0

　注3）電力の二酸化炭素排出係数： 0.350 ｋｇ-CO2/ｋWh
　　　※　関西電力　2020年の調整後排出係数を使用。
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19,822

56,634

発電によるCO削減量（注2

水使用量
化学物質

水使用量の削減 89.0

製品・サービスへの
環境配慮（提案）
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100.0%

太陽光発電システム
の管理

化学物質使用量の適正管
理（把握・管理）
※2022年より
　〇現場内完全消費
　×残量ありにより判定 適正管理〇

○ 〇 〇 〇 〇

上記二酸化炭素排出量小計 34,110
一般廃棄物の削減 104.0

96.3%

産業廃棄物の
リサイクル

100.0

98.0%

100.0%

電力の削減 21,070
98.0%
7,375

化石燃料
　　の削減

5,387
5,476
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本社・現場統合

　　　　　　　　　　　年
　　項　目

基準値
注1）

2023年 2024年

95.7%

2025年

（目標）

44

2022年

項　目
二酸化炭素総排出量

産業廃棄物排出量
一般廃棄物量排出量

26,735

4.環境経営目標

100.0%



2023年度計画

5

通年
廃棄物排出量
の削減・リサイク

ルの推進

一般廃棄
物の削減 ・使用済み用紙、ポスター、カレンダーなどの裏紙が活用できる紙は可能な限り利用

するよう工夫する

土木部
建築部

土木部
建築部

製品・
サービス
への環境

配慮

水使用量
の削減

・建設機械などの洗車などに使用するホースの先には、ストッパーを付ける

・月々の使用量を把握し、異常な増加が無いかチェックをする

・廃棄物管理票（マニフェスト）をもとに廃棄物の適正な処理を行う

化学物質
使用量の

削減

・建設現場などで発生する廃棄物を混合廃棄物としないよう徹底する

・再生資源の積極的利用に取り組む

・ICTの活用など、既存の工法を変更し、エネルギーの消費を抑える

・帰り荷や複数現場への共積み、乗り合いを励行する

・建設機械（ショベル、ブルドーザー、クレーンなど）の省燃費運転を行う

・パソコン、コピー機などのOA機器は、省電力設定にする

・使用していない部屋の空調を停止する

通年

土木部
建築部

土木部
建築部

目　標

総務部

通年

通年水道水
の削減

・施工方法や作業方法によって、燃料消費の少ない建設機械などや設備機器を選
定する

・建設機械などの定期的自主点検の他、施工開始時などに点検を実施する

自らが施工・
販売・提供す
る環境性能の
向上及びサー

ビスの改善

項　目

総務部

・高気密・高断熱の新工法を太陽光とあわせて提案

化学物質使用
量の削減

建設廃棄物排
出量の削減及
び再資源化率

の向上

建設副
産物の
リサイ
クル率
の向上

・事務所及び建設現場など周辺の清掃・美化に取り組む

・太陽光発電設備で、発電（売電）のロスのないよう持続

・仮設材料を工夫し、安全を重視しつつ再利用するなど環境に配慮する

・施工方法や作業方法を見直し、水質汚濁の少ない方法に変更する

5.環境経営計画

電力の
削減

自動車
燃料の
削減

二酸化炭素排
出量の削減

・ブラインドやカーテンの利用などにより、熱の出入りを調節する

・建設現場などで周辺の生活環境に影響の少ない時間帯での施工を行う

IZUMI CORPORATION

計　　画

通年

通年

・商品の購入時には、簡易包装のものを優先的に購入する

・建設現場などにおける化学物質は必要最小限の使用量とし、保管は原則行わな
いようにする

通年

実施時期
実施部署

土木部
建築部



2022年度取組内容・実績
○＝出来た、△＝一部出来た、×＝出来なかった
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○

通年

土木部
建築部

・太陽光発電設備で、発電（売電）のロスのないよう持続させる。

・建設現場など周辺の自然環境などの状態を把握し、
周辺地域の関係者に説明し、情報を共有する。

・マイ箸、マイカップ、マイ水筒運動を行う。

・簡易包装の推進、多重包装の見直しなどを推進する。

・建設現場などにおける化学物質は必要最小限の使用量とし、　保管
は原則行わないようにする。

・建設発生土の場内利用や、再利用を図る工夫をする。

・太陽光設備の定期点検・清掃を実施。

通年

通年

総務部

総務部

通年

土木部
建築部

通年

目　標

土木部
建築部

・建設資材発注時に使用数量を再チェックし、残余建設資材の
　廃棄を抑制する。

・建設材料の調達・発注量をなるべく正確に算出し、
　無駄を出さない工夫をする。

・粉塵飛散防止のための散水や打ち水によるクールダウンには
　雨水や河川水を有効に利用する。

・月々の使用量を把握し、異常な増加が無いかチェックをする。

・高気密・高断熱の新工法を太陽光とあわせて提案。

通年

×

通年

 6. 環境経営計画に基づき実施した取組内容（実施体制含む）

項　目

化学物質
使用量の

削減

水使用量の
削減

二酸化炭素排
出量の削減

水道水
の削減

建設廃棄物排
出量の削減及
び再資源化率

の向上

建設副
産物の
リサイ
クル率
の向上

自らが施工・
販売・提供す
る環境性能の

向上及び
サービスの改

善

・環境負荷の少ない施工のための設計、計画の策定に取り組む。

・建設副産物、建設発生土、資材の運搬場所、運搬ルートを見直し、
　運搬・輸送距離の短縮を図る。

×

化学物質使用
量の削減

製品・
サービ
スへの
環境配

慮

電力の
削減

〇

自動車
燃料の
削減

・コピー機、パソコン、プリンターなどのOA機器についは、エネルギー
効率の高い機器を導入を随時検討する。

・社用車について、ハイブリッド車や低燃費車、低排出ガス認定車、
　電気自動車、天然ガス自動車などの低公害車への切替えに取り組
む。

×

〇
廃棄物排出量
の削減・リサイ
クルの推進

一般廃
棄物の
削減

全部門

実施部署

IZUMI CORPORATION

目標達成
度評価

計　　画
実施時期

・燃料消費の少ない工法への変更に取り組む。

・夜間、休日は、パソコン、プリンターなどの主電源を切る。

×

・排出車両（ダンプトラックなど）における過積載を行わないよう教育し、
　監視管理する。

土木部
建築部



本社・現場総合
◎よくできた　○まあまあできた　△あまりできなかった　×全くできなかった

取組状況 継続／変更

目標達成手段

目標達成手段

目標達成手段

目標達成手段
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・コピー機、パソコン、プリンターなどのOA
機器についは、エネルギー効率の高い機器を
導入を随時検討する。

○ 継続
エネルギー効率の高い複合機を導入したが、数値に反映されて
いるか今後観察事項である。今後も設備投資時にはエネルギー
効率を考えた製品を採用していく。

各自よく出来ていたが、目標数値に反映されにくい。継続して
取り組む。

 7. 環境経営目標及び環境経営計画の実績・取組結果とその評価
　　（実績には二酸化炭素排出量を含む）、並びに次年度の環境経営目標及び環境経営計画

◎

一般廃棄物排出量の削減リサイクルの推進

・マイ箸、マイカップ、マイ水筒運動を行
う。

・簡易包装の推進、多重包装の見直しなどを推進
する。

今期は対応業者が数社ではあるが出てきた。しかし全体からい
くと少ないので、今後は現地直送も考える。

自動車燃料による二酸化炭素排出量の削減

◎ 変更
施工計画時に材料確認書にて数量把握が出来ていた。
次年度は事前数量把握を行い更に廃棄物の抑制を実施する。

変更

・社用車について、ハイブリッド車や低燃費
車、低排出ガス認定車、電気自動車、天然ガ
ス自動車などの低公害車への切替えに取り組
む。

◎

変更
各自よくできていた。
次年度も取組内容からは外れるが、同じように実施する。

・夜間、休日は、パソコン、プリンターなど
の主電源を切る。

○

◎ 変更
数量把握が出来ていたので、端材の利用計画も前もって実施さ
れていた。次年度は事前数量把握を行い更に廃棄物の抑制を実
施する。

評価と次年度の取り組み内容

電力による二酸化炭素排出量の削減

・排出車両（ダンプトラックなど）における
過積載を行わないよう教育し、監視管理す
る。

継続

取り組み計画

・燃料消費の少ない工法への変更に取り組
む。

△ 継続

◎

過積載管理表などでよく管理できていた。
次年度はICT建機の使用を拡大し積込管理より過積載防止にも努
める。

- 継続 今期導入はなかったが、車両導入時には検討していく。

◎

・建設副産物、建設発生土、資材の運搬場所、運
搬ルートを見直し、運搬・輸送距離の短縮を図
る。

・建設発生土の場内利用や、再利用を図る工
夫をする。

建設廃棄物排出量の削減及び再資源化率の向上

極力残土利用を行い再利用し残土数量を抑制出来た。
次年度は事前に数量把握を行い、有効活用の幅を広げる。

・建設資材発注時に使用数量を再チェック
し、残余建設資材の廃棄を抑制する。

施工計画時に立案されており、実際も計画通り出来ていた。
次年度は積極的に運搬計画を変更し、距離を更に短縮する。

変更

変更

IZUMI CORPORATION

二酸化炭素排出量の削減

△
ICT施工における効率化を図ろうとしたが、対象案件がなかっ
た。今後も積極的にICT施工を検討する。

継続

廃棄物排出量の削減・リサイクルの推進

・建設材料の調達・発注量をなるべく正確に
算出し、無駄を出さない工夫をする。



達成状況 継続／変更

目標達成手段

目標達成手段

目標達成手段

法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りである。
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〇

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に
関する法律（フロン排出・抑制法）

建築基準法

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法
律（建設リサイクル法）

豊岡市条例
特定建設作業届　（振動・騒音）

特定特殊自動車排出ガスの規制等に
関する法律（オフロード法）

・粉塵飛散防止のための散水や打ち水による
クールダウンには雨水や中水を有効に利用す
る。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（廃棄物処理法）

現場における自然水利用はよく出来ていた。

〇

〇

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

なお、関係当局よりの違反等及び訴訟等の指摘は、過去３年間ありませんでした。

振動規制法

定期点検・簡易点検及び解体工事（改修工事）に伴う冷媒用フロンの回
収、破壊の措置。解体前の確認及び書面説明。簡易点検・記録・保存
（廃棄後3年）

大気汚染防止法

騒音規制法 〇

〇

〇

・月々の使用量を把握し、異常な増加が無い
かチェックをする。

杭打機、杭抜き機、ブレーカー、舗装版破砕機を使用する作業の特定建
設作業実施届出書提出

杭打ち機・削岩機・空気圧縮機等を使用する作業（特定建設作業）の届
出

・建設現場など周辺の自然環境などの状態を把握
し、周辺地域の関係者に説明し、情報を共有す
る。

〇

3か月に1回の頻度で清掃、点検を行えた。

 8. 環境関連法規などの遵守状況の確認及び評価の結果、並びに違反、訴訟などの有無

継続

適用される法規制

◎

遵守状況適用される事項（施設・物質・事業活動等）

※〇か×

自らが施工・販売・提供する環境性能の向上及びサービスの改善

・環境負荷の少ない施工のための設計、計画
の策定に取り組む。

継続

様々な補助金制度に絡めて営業展開を行った。

◎

・建設現場などにおける化学物質は必要最小
限の使用量とし、保管は原則行わないように
する。

◎ 変更

継続

化学物質使用量の適正管理（把握・管理）

評価と次年度の取り組み内容取り組み計画

○

◎

・太陽光発電設備で、発電（売電）のロスの
ないよう持続させる。

○ 継続

継続 使用量把握はよくできていた。今後も毎月チェックを行う。

現場内完全消費ができていた。
次年度においても保管は原則行わないように計画消費する。

水使用量の削減

IZUMI CORPORATION

○

継続

継続

・太陽光設備の定期点検・清掃を実施。

・高気密・高断熱の新工法を太陽光とあわせ
て提案。

事前調査で確認できていた。

◎

杭打機、びょう打機、削岩機、空気圧縮機等を使用する作業の特定建設
作業実施届出書提出

産業廃棄物の委託処理の書面による契約並びに適用マニフェストの使用
による交付義務及び処分状況確認マニュフェストの保管

指定副産物の委託処理の書面による契約並びに適用マニフェストの使用
による交付義務及び処分状況確認（再生資源利用促進計画書・実施書作
成提出）

規制の対象になる自動車・公道を走行しない特殊自動車（機械全般）等
の適合証明

内装・空調設備工事におけるホルムアルデヒド・クロルピリホス・石綿
等含有資材の使用禁止

施工計画時に計画されていたが、今後はより一層の環境負荷の
計画策定を盛り込む。

工事対象（解体・改修）となる部材について石綿が含まれているかを事
前に設計図書等の確認及び目視による確認。

〇

〇

webで発電量を日々管理できていた。



環境経営方針 変更なし

環境経営
目標・計画

変更あり

実施体制 変更なし
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-

また次年度の行動計画は”新技術を活用した施工の推進”を追加し、施工方法による環境負荷

低減策の幅を広げます。

いきます。

令和5年1月24日

市場がおかれている状況に順応して、11月にはイベントも再開し今後の営業展開の道筋もでき

新型コロナウィルス前の状況にもどりつつあると思われます。

　環境面では昨年導入した建設機械により燃料消費がやや減ったかにも思われます。また昨年

代表取締役　植　村　賢　哉

 9. 代表者による全体の評価と見直し・指示

も上がり目標達成まであと少しという”見える目標”になりモチベーション維持が可能となりました。

太陽光発電システム採用 社会地域貢献実施（ゴミ拾い・除草作業）

冊子・段ボール　封筒分別状況

10. 環境活動の紹介

茶葉（事務所花壇等への再利用）

IZUMI CORPORATION

数値目標を見直し弊社の営業活動に即した数値設定することで、社員の環境数値に対する意識

　これからも社員一丸となって建設環境活動を行いひとつでも多くの達成できる項目を増やして

-

　2022年度も新型コロナウィルス禍での営業活動となったが、年度後半には様々な緩和がみられ

先行き感に期待が持てる年となった。

年初めには資材供給が追い付かない状況とウッドショックの影響で苦戦の年かと思われましたが、

ICT・新技術を活用した施工の推進


